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広島県情報公開・個人情報保護審査会（諮問（情）第498号） 

 

第１ 審査会の結論 

広島県知事（以下「実施機関」という。）が，本件異議申立ての対象となった行政文

書について，不存在であることを理由に不開示とした決定は，妥当である。 

 

第２ 異議申立てに至る経過 

１ 開示の請求 

異議申立人は，平成21年４月26日，広島県情報公開条例（平成13年広島県条例第５

号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機関に対し，次の文書の開示の

請求（以下「本件請求」という。）をした。 

（１）広島県庁のホームページに掲載されている「平成19年度情報公開制度及び個人情

報保護制度の運用状況」（以下「本件運用状況」という。）の「５ 資料」のうち，次

の整理番号及び諮問番号に係る記載内容について，その表示を「○○」とするなどの

手法で事実を記載しなかった経緯，理由，その法的根拠等を記載している文書（以下

「本件請求文書」という。） 

ア 「（１）行政文書開示請求（申出）の処理状況」中，整理番号1817，1925，1926，

1927，1928，2749，3017～3018，6257～10044，6258～10042，6345，6455，6950，

6988，6989，6990，6991，6992，7161，7162，7626 

イ 「（３）不服申立ての処理状況」中，諮問番号194，196，215，223，224，268，

290，299，325，344  

（２）当該「○○」として表示されなかった部分が本来は何と記載すべきだったのかを

確認するため，当該「不表示の部分」の基になる「行政文書開示請求書」等の文書（以

下「別件請求文書」という。） 

 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関は，本件請求文書について，不存在を理由とする行政文書不開示決定（以

下「本件処分」という。）を行い，平成21年５月19日付けで異議申立人に通知した。 

なお，別件請求文書については，実施機関の各担当部署において，３件の行政文書

部分開示決定を行い，それぞれ異議申立人に通知した。    

 

３ 異議申立て 

異議申立人は，本件処分を不服として，平成21年６月28日付けで，行政不服審査法

（昭和37年法律第160号。平成26年法律第68号による全部改正前のもの）第６条の規定

により，実施機関に対し異議申立てを行った。 

 

第３ 異議申立人の主張要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 
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   本件処分を取り消し，開示を求める。 

 

 ２ 異議申立ての理由 

異議申立人が，異議申立書で主張している異議申立ての理由は，おおむね次のとお

りである。 

（１）本件処分が適正であるためには，その前提として県の職員に絶大な裁量権がある

ことが必要になることから，著しい矛盾が生じる結果となる。 

（２）情報公開制度及び個人情報保護制度の運用面を所掌する行政情報室（担当事務局）

を主体とした職員は，「〇〇」という「不表示の部分」の事実を記載しなかった経緯

や理由，その法的根拠等を記載した決裁文書を作成していると思料されることから，

速やかに適正に開示するよう要求する。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が理由説明書で説明する本件処分を行った理由は，おおむね次のとおりで

ある。 

１ 条例第25条及び広島県個人情報保護条例（平成16年広島県条例第53号）第48条にお

いて，「知事は，毎年１回，各実施機関におけるこの条例の運用の状況を取りまとめ，

公表するものとする。」と規定されていることを受け，当実施機関において，年度ごと

に情報公開制度及び個人情報保護制度の運用状況を作成し，広島県のホームページ等

で公表している。 

本件運用状況の内容は，行政文書開示制度の運用状況，情報提供の状況，個人情報

保護制度の運用状況及び広島県情報公開・個人情報保護審査会の状況のほか，資料と

して，行政文書開示請求（申出）の処理状況等を記載しており，本件請求は，資料の

うち，行政文書開示請求（申出）の処理状況及び不服申立ての処理状況の項目に記載

されていた内容に係るものである。 

 

２ 本件運用状況の行政文書開示請求（申出）の処理状況及び不服申立ての処理状況の

項目においては，行政文書開示請求（申出）等ごとに内容等が一覧となっており，開

示請求等の年月日のほか，対象となる行政文書の件名又は請求（申出）内容等が記載

されている。 

本件運用状況は，広島県のホームページにも掲載される公表資料であり，「行政文書

の件名又は請求（申出）内容」欄及び「対象行政文書名（略称）」欄の記載内容によっ

ては，行政文書開示請求等を行った者が特定されるおそれがあることから，これらの

欄の内容の一部を「○○」と表示しているが，どのような場合に「○○」と表示する

のかの基準は，特段定めていない。 

また，本件請求の基となっている本件運用状況を作成するに当たり，案文の決裁を

得るために当実施機関の担当者が作成した起案文書には，「〇〇」と表示した根拠等は

記載されていない。 
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以上のことから，本件請求文書を不開示（不存在）とした本件処分は妥当である。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件請求について 

本件請求は，実施機関が広島県のホームページで公表している本件運用状況につい

て，「行政文書開示請求（申出）の処理状況」及び「不服申立ての処理状況」に係る記

載内容の一部を「○○」と表示した経緯，理由，法的根拠等を記載した文書の開示を

求めるものである。 

実施機関は，本件請求文書を保有していないとして本件処分を行ったため，以下，

その存否について検討する。 

 

２ 本件処分の妥当性について 

当審査会において本件請求に係る本件運用状況の記載内容について見分したところ，

「行政文書開示請求（申出）の処理状況」における「行政文書の件名又は請求（申出）

内容」欄及び「不服申立ての処理状況」における「対象行政文書名（略称）」欄の記載

内容の一部がそれぞれ「○○」と表示されていることを確認した。 

また，これらの欄に記載される内容について実施機関に確認したところ，「行政文書

の件名又は請求（申出）内容」欄については行政文書開示請求（申出）書の請求内容

が，「対象行政文書名（略称）」欄については行政不服審査法に基づく不服申立ての対

象となっている行政文書名がそれぞれ記載されているとのことであった。 

実施機関は，行政文書開示請求等を行った者が特定されるおそれがあるため「○○」

と表示したが，当該表示とするか否かについての基準は，特段定めていない旨説明す

ることから，本件運用状況において「○○」と表示するか否かについてどのように意

思決定されたのか当審査会において実施機関に確認したところ，特定の個人が識別さ

れ得る情報や特定の法人の権利利益を害するおそれがある情報，あるいは事実の真偽

が確認されていない情報等がないかどうか考慮しながら，担当者が原案を作成し，所

属における審査及び決裁の手続きを経て公表しているとのことであった。 

そこで，当審査会において，本件運用状況の関係規程である広島県情報公開条例施

行規則（平成13年広島県規則第17号），広島県情報公開条例の解釈運用基準（平成13

年３月29日制定）及び広島県情報公開事務等取扱要綱（平成13年３月29日制定）を見

分したところ，本件運用状況における文言の具体的な表示方法等に関する規定はなか

った。また，本件運用状況の案文について伺う起案文書を見分したところ，本件請求

に係る特定の文言等が「○○」と表示されていること，行政文書開示請求書の請求内

容の一部又は不服申立ての対象行政文書名の一部を本件運用状況において「○○」と

表示した根拠等は記載されていないことを確認した。 

以上のことを踏まえれば，実施機関においては，本件運用状況の作成及び公表に当

たり，公表することが不適当と判断される情報を「○○」と表示することについて担

当者があらかじめ起案文書で伺い，意思決定を経た上で広島県のホームページに公表
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したものと認められ，「〇〇」と表示した経緯，理由，法的根拠等を記載した行政文書

は保有していないとの実施機関の説明に，特段，不自然又は不合理な点は認められな

い。 

したがって，実施機関が本件請求文書を保有していないとして行った本件処分は妥

当である。 

 

３ その他 

異議申立人はその他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左右するもので

はない。 

 

４ 結論 

よって，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は，別記のとおりである。 
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別 記 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

21.９.30 ・諮問を受けた。 

30.４.９ ・実施機関に理由説明書の提出を要求した。 

30.６.６ ・実施機関から理由説明書を収受した。 

30.６.11 
・異議申立人に理由説明書の写しを送付した。 

・異議申立人に意見書の提出を要求した。 

30.10.５ 

（平成30年度第６回） 
・諮問の審議を行った。 

30.10.31 

（平成30年度第７回） 
・諮問の審議を行った。 
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